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第 5章 その他 

第 1 県民防災意識アンケート調査 

1 調査目的 

群馬県民の防災意識の実態を把握し、地震被害想定調査の被害予測に必要なパラメータや補正

係数の導出、調査結果の利活用内容の検討等を行った。 

また、今後新たな減災目標を策定し、地震防災対策を推進するに当たっての、群馬県の防災上

の課題等を洗い出すことを目的とした。 

 

2 調査項目 

表 5-1-1に、県民防災意識アンケート調査項目を示す。 

 

表 5-1-1 県民防災意識アンケート調査項目 

 分類 質問項目 

1 回答者属性 居住地、年代、性別、市町村、通勤・通学先、買物等の行先、同居家族の構成、要

配慮者、防災への関心度 

2 日ごろの防災対策に

ついて 

災害に対する日ごろの備え、災害時の連絡方法、本質的な食糧と飲料水の備蓄状況、

携帯トイレの備蓄状況、ローリングストックの認知度、防災に関する知識・経験な

ど、マイ・タイムラインの認知度、ハザードマップ・防災マップの認知度、自宅の

リスクの把握状況、指定緊急避難場所・指定避難所の把握状況 

3 住宅の地震対策につ

いて 

住居の形態、住居の構造、住居の建築時期、耐震診断の受診状況、耐震診断の受診

結果、耐震診断の補助制度の活用、耐震補強の実施状況、リフォームと同時に耐震

補強の実施状況、耐震補強実施時の補助制度の活用状況、発電・蓄電設備の設置状

況 

4 家具類の固定につい

て 

家具・家電などの固定状況、個々の家具・家電などの固定状況 

5 ブロック塀等の対策

について 

塀(高さ 1.2m 超)の設置状況、塀の種類、塀の補強などの予定 

6 地域との関わり合い

や協力について 

近隣の人との交流状況、自主防災組織の認知度、防災訓練への参加状況、参加した

防災訓練の種類、助け合いや協力などの見通し 

7 大地震が起きたとき

の行動について 

避難実施の判断基準、避難時の携行品、避難先、避難所で充実してほしいこと、避

難所運営主体の認知状況、宿泊施設を避難所として利用する条件、通勤・通学・買

物などの交通手段、大地震発生時に帰宅するか 

8 これからの地震対策

の取り組みについて 

各地震対策の実施主体、自治体の取り組みに必要なこと 

9 行政が実施する地震

対策に関する意見 

自由記述 
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3 調査概要 

(1)調査方法 

Microsoft Forms を活用し、URL、二次元コードの配布によるインターネット形式とした。 

主な配布媒体を次に示す。 

・LINE：＠群馬県デジタル窓口 (ともだち数：約 80.3万人) 

・X：＠群馬県 (フォロワー数：約 7.2万人) 

・＠群馬県防災 (フォロワー数：約 2.2万人) 

・群馬県公式 Web ページ 

・各市町村：公式 SNS、公式 Webページ、広報紙等 

 

(2)調査対象 

群馬県に在住する住民 

 

(3)回答数 

2,230件(うち群馬県内居住者 2,208) 

 

(4)調査期間 

2024年 12月 16 日(月)～2025年 3月 31日(月) 

 

4 調査結果 

県民防災意識アンケート調査の結果は、調査結果編に示す。 
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第 2 地震防災対策の効果検証 

1 概要 

前回調査と本調査の結果を比較検討し、前回調査以降の群馬県の地震防災施策の効果について

評価を行った。 

・揺れによる建物被害の比較 

前回調査時点の建物と本調査時点の建物を対象として、前回の調査手法(関東平野北西縁断

層帯主部による地震、前回の揺れによる建物被害算出手法)に基づき、建物被害の違いを比較

検討する。 

・建物被害に伴う死者数の比較 

前回調査手法(関東平野北西縁断層帯主部による地震、建物被害に伴う死者数算出手法)に

基づき、今回の人口データを用いて死者数を計算し、前回調査の死者数と比較検討する。 

 

2 揺れによる建物被害の比較 

(1)検討方法 

地震の揺れによる建物被害について、前回調査で採用した震度(揺れ)による建物被害率の関

係による被害関数を用いて、構造別・建築年代別に全壊建物棟数、半壊建物棟数を算出した。 

本調査における、建物現況データ(構造、年代)を用いて、全壊棟数及び全壊率、半壊棟数及び

半壊率を算出し、前回調査結果と比較検討した。 

また、全壊棟数分布図を作成し、前回調査との被害の違いを比較検討した。 

全壊・半壊については、耐震化等の防災対策や建替え等の社会的要因により変化することに

留意が必要である。 

表 5-2-1に揺れによる建物被害の比較で検討すべき視点を示す。 

 

表 5-2-1 揺れによる建物被害の比較で検討すべき視点 

 比較検討項目 検討すべき視点 

1 建物現況 

前回調査からの更新状況 

(前回調査時の建物データ情報) 

・構造(木造、ＲＣ造、Ｓ造) 

・木造建築年代：~1960年、1961年～1980年、1981年～ 

・非木造建築年代：~1970年、1971年～1980年、1981年～ 

2 建物被害予測 

・2013 年以前の建物については、前回調査の被害率曲線(1981 年

以降の場合の曲線)を採用し、2013年以降の建物については、本

調査の被害率曲線(木造の場合 2002 年以降、非木造の場合 1981

年以降)を採用した。 

・全壊建物分布図を比較 

・全壊棟数及び全壊率、半壊棟数及び半壊率を市町村別で比較 
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(2)比較データ 

図 5-2-1に前回調査の建物分布図、図 5-2-2に本調査の建物分布図を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-2-1 前回調査建物分布図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-2-2 本調査建物分布図 
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(3)検証結果 

前回調査において対象とした 3 地震(関東平野北西縁断層帯、太田断層、片品川左岸断層)の

建物被害計算の比較検証結果を調査結果編に示す。 
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3 建物被害に伴う死者数の比較 

建物被害に伴う死者数の比較について、前回調査で採用した、全壊棟数と死者数の関係式を用

いて、建物被害に伴う死者数を算出した。 

本調査の人口データを用いて、死者数及び死者数の割合を算出し、前回調査結果と比較検討し

た。 

死者数については、耐震化の防災対策、行動様式の変化等の社会的要因により変化することに

留意が必要である。 

 

表 5-2-2 建物被害に伴う死者数の比較で検討すべき視点 

 比較検討項目 検討すべき視点 

1 
人口データ 

現況 

・人口数 

・時刻別人口の変化 

2 死者数予測 ・死者数及び死者数の割合を市町村別で比較 

 

前回調査において対象とした 3 地震(関東平野北西縁断層帯、太田断層、片品川左岸断層)の建

物被害に伴う死者数計算の比較検証結果を調査結果編に示す。 
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